
高齢者が年齢にかかわらず、生き生きと活躍できる社会が実現されています。あわせて、医療、介護、介護予防、
住まい、生活支援が包括的に確保され、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく生活できる環境が整っています。

高齢者が生き生きと活躍できる社会の実現につながる指標であるため

◆生きがいや幸せを感じている高齢者の割合は、3年度に比べ5ポイントの増であった。新型コロナウ
イルス感染症の影響が緩和してきたこと（地域活動の再開）などが要因と考えられるが、目標値の達成
に向け、引き続き、地域活動支援や健康づくり・介護予防の施策を展開していく。

◆シルバー人材センターや社会福祉協議会と連携し、社会参加の意欲がある高齢者に就労やボラン
ティア活動への機会を提供している。
◆高齢者施設等の利用を通じ、生きがいづくりや仲間づくりを促進している。
◆老人クラブ活動支援等により地域活動の担い手として活躍の場を提供する。

児童・高齢者総合施設管理運営事業、福祉会館管理運営事業、シニア世代地域活動あと押し事業、
老人クラブ支援事業

◆令和7年にはいわゆる団塊の世代が全て75歳以上の後期高齢者となり、国の推計では、令和22年に高齢者人口が
ピークを迎える一方、生産年齢人口は急減することが見込まれている。
◆国では平成27年に地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実、平成30年は自立支援・重度化防止
に向けて取り組む仕組みの制度化、令和3年には市町村の包括的な支援体制の構築の支援を整備した。
◆国の認知症施策推進大綱では、「共生」と「予防」の推進を求めており、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく
暮らし続けられる地域を目指し、5つの柱に沿って取り組みを行っている。

◆5年度は次期「江東区高齢者地域包括ケア計画」の策定年度であり、地域包括ケアシステムの構築
を推進するとともに、その中核機関となる地域包括支援センター（長寿サポートセンター）の認知度向
上や機能強化、認知症施策の推進、介護予防の推進等を図ることで、複雑化・多様化する課題に対
し適切に対応していく。

高齢者保健福祉計画進行管理事業、地域包括支援センター運営事業、地域リハビリテーション活動
支援事業、一般介護予防教室事業、認知症高齢者支援事業、地域介護予防活動支援事業

◆介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らせるよう、特別養護老人ホームや認知症高齢者グ
ループホームを整備する。とりわけ、都有地を活用した区内16番目の特別養護老人ホーム及び併設
施設（ショートステイ、介護専用型ケアハウス、都市型軽費老人ホーム）の整備を着実に推進する。

特別養護老人ホーム等（第16特養）整備事業、認知症高齢者グループホーム整備事業
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高齢者を福祉の対象と固定的に捉えるのではなく、社会参加の意欲がある高齢者が、その能力を十分に発揮できるよ
うにしていきます。そのため、ハローワークとの連携強化やシルバー人材センターの機能強化により一人一人の状況に
合わせた就業機会の提供や、ボランティア活動の支援など、それぞれのニーズに応じて高齢者が生きがいを持って活
躍できる場を創出していきます。あわせて、老人クラブや高齢者施設、社会福祉協議会などの活動を支援し、高齢者が
住み慣れた地域で趣味や生涯学習、地域活動などを通じて、自分らしく生き生きと暮らしていける環境づくりを進めま
す。

高齢者の活躍の場づくりや地域活動の促進につながる指標であるため

◆65歳以上の区民のうち、「地域活動及び就労している」は29.3％となり2年連続減少しており、新型コロナ
ウイルス感染症の影響による高齢者の就労意欲の低下と就業機会の減少が要因のひとつと考えられる。

◆4年度はシルバー人材センターの契約実績及び会員数共に微増。引き続き、高齢者の就労支援を継続する。
◆4年度は高齢者施設の利用者数が回復するなか、介護予防体操等ニーズに応じた事業展開により健康づくり等を支援した。
コロナ禍で停滞していた社会経済活動の正常化に向けた進展と合わせて、高齢者の社会参加意欲を高めていく必要がある。

地域包括支援センター(長寿サポートセンター)を地域包括ケアシステムの中核的な機関とし、相談・支援体制の強化と
介護予防及び認知症予防を推進し、併せて認知症高齢者やその家族を支える地域づくりや早期診断・対応の体制整
備を推進します。また、在宅療養を円滑に行うための医療・介護連携体制の構築を促進します。さらに、日常生活の中
で必要となる様々な生活支援サービスの充実を図るとともに、地域包括支援センターを広く周知し、高齢者自身が可能
な限り自立しながら生活できるようサポートします。

地域包括支援センター（長寿サポートセンター）の認知度を客観的に測る指標であるため

◆周知活動を行っているにもかかわらず、4年度は昨年度から微減となった。引き続き区民へ活動内
容等の周知を図るとともに、新たな認知度向上の取り組みについても検討する。

介護予防に不可欠な日常生活中の自主的な取組みの浸透度を客観的に測る指標であるため

◆活動を自粛していた団体がグループ活動を再開し、7団体が新規に登録し参加者数が増加した
が、依然として新型コロナウイルス感染症の影響により新規団体の創設が難しい状況である。

地域の見守り体制の構築につながる指標であるため

◆区主催の区民向け認知症サポーター養成講座を定期開催し、夜間開催、オンライン開催といった
多様な開催形態を試みたことにより受講者が増加した。

◆4年度は長寿サポートセンターの周知啓発として区報2月21日号に長寿サポートセンター特集記事を掲載した。「江東
区版地域包括ケアシステム」の構築に向けて、地域ケア会議で共有された課題を施策に反映させていく必要がある。
◆KOTO活き粋体操を実施する自主団体の立ち上げ支援等を実施。4年度は新規グループの立ち上りが増えたが支援
期間が終了するグループへのその後の支援が課題となっており、長期的な支援方法について検討していく。
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「高齢者地域包括ケア計画」に基づき、特別養護老人ホームや認知症グループホーム等の整備を推進し、特別
養護老人ホーム等の入所待機者を減らすとともに、在宅での介護サービスの適切な利用により、本人の状況に応
じて高齢者が望む場所で生活できるようにします。また、老朽化した介護施設の改修・改築等にあたっては、事業
者に対して必要な支援を行っていきます。

待機者数の減は、高齢者の生活の場の安定的確保につながる指標であるため

◆特別養護老人ホームの待機者数について、一年以上待機している方の人数は4年度と比べ120名
程度減となっている。これは、施設の移転改築に伴う増床が要因の一つと考えられる。

◆特別養護老人ホームについては15施設1,566床、認知症高齢者グループホームについては22施設423床を区内に整
備済みであり、現在、都有地を活用して区内16番目の特別養護老人ホームを整備中である。引き続き整備を推進し、待
機状況の改善を図る。
◆高齢者施設福祉サービス第三者評価については、区の補助対象となっている施設の約8割が受審した。引き続き、区
民に対してパンフレットやホームページによる情報提供を行い、質の高い福祉サービスを区民が利用できるよう努めてい
く必要がある。

◆指標については新型コロナウイルス感染症の影響を受けた項目がある。今後も区が目指す将来像
の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

◆高齢者のニーズに応じた就労支援や地域福祉の担い手として活躍できる体制の構築を図り、その
機会の提供に努める。また、既存の活動についても、活性化の支援を図る。
◆地域における地域包括ケアシステムの構築を支援するとともに、中核機関となる地域包括支援セン
ターの認知度向上や機能向上を図ることで、複雑化・多様化する課題に対し適切に対応していく。
◆高齢者福祉施設の整備について公有地も活用しながら計画的に推進し、待機状況の改善を図る。

1

人生100年時代の到来、65歳定年の勧奨といった社会動向もあって、健康であれば働きたいと考
える高齢者が増加している。このような状況下において、地域活動や就労している高齢者の割合
が30％を切っているのは、どのような地域活動があり、どのように参加すればいいのかが分からな
いことも要因の一つと思われる。各事業の立上げ・後押しといった支援はなされているのであるか
ら、参加行動を惹起させるためには、広報の仕方などにもう少し工夫をすることが求められる。

コロナの影響により指標である地域活動や就労をしている高齢者の割合は現状値（元年度）を下
回っている。コロナで高齢者が外出しなくなったことは致し方ないことであるが、これからどう回復さ
せていくかが重要と思われる。
地域活動への参加については、待ちの姿勢ではなく、今後インターネットやＳＮＳを利用した情報
提供を行うなど、地域活動に関心のある方が参加しやすくなる取り組みを期待したい。

目標値が令和6年度55％であるのに対し、２年前となる令和４年度においてなお29％であり、この
ままでは達成が厳しい。
説明で「コロナ禍で停滞していた社会経済活動の正常化に向けた進展と併せて高齢者の社会参
加意欲を高めていく必要がある」としているが、意欲を高めると言っても、現実には長期計画アン
ケートにある通り「家族や健康の状態のためやりたくてもやれない人」が多く、この状況に向き合っ
た対策を講じていかないと、数値は改善しないと考える。身近な範囲における活動へのお誘い
や、活動拠点へのアクセスの改善なども含めて施策の内容を検討していただきたい。
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2

高齢者支援において、地域包括ケアシステムの強化は重要な課題の一つである。中核を担う地域
包括支援センターの認知度については、区民の30％以上といった目標値を掲げているが、50％
以上を施策達成目標とし、実現を目指していくことが必要である。また、そのための取り組みとし
て、地域福祉コーディネーターの増員、認知症サポーター養成の強化などがあるが、それらがケ
アシステム中にどのように位置づけられ、どのような機能・役割を果たすのかなどを具体化すること
で活用頻度の向上に繋がるものと思われる。

高齢者地域包括ケア計画に基づき、さまざまな事業が提供され、目標値と実績値を比較分析した
うえで改善点等を明らかにし取り組んでいることについて評価したい。長寿サポートセンターの認
知度向上という課題はあるが、高齢者の孤立化への対策として地域福祉コーディネーターを配置
し、相談を受け問題解決の方法を探っていく活動がされているなど、きめ細かな取り組みがされて
おり、孤立化対策を今後も推進していただきたい。

地域包括支援センターの認知度については、目標値自体が30％と低めに設定していることに加
え、25％の認知度で頭打ちになっている。せめて介護保険料を負担する40歳以上の人々には全
員知っていただくくらいの意気込みが必要ではないか。また地域の介護予防活動グループへの
参加者数については、7団体が新規に登録し人数は伸びたというプラスの側面もあるので、その理
由を分析し、今後に生かせばよいのではないか。
認知症サポーターは、参加条件の「ゆるさ」がよい方向に作用して広がりをもちつつあるとの説明
であり、その通りと思うので、今後さらに進めていただきたい。

3

「高齢者地域包括ケア計画」に基づき、特別養護老人ホームや認知症グループホームの整備を
推進していることに対して、一定の評価をすることができる。特別養護老人ホームについては、待
機者数の減少が見られるが、依然400人ほどの待機者がおり、施設の増設・増床が期待されるが、
用地確保が課題である。高齢者の生活の場を安定的に確保するために、公有地の積極的活用の
ほか、空き家の利活用など、新たな取り組みを検討することが求められる。

高齢化社会が更に進んでいく中で、特別養護老人ホーム、グループホームの整備を推進していく
ことが必要であり、特別養護老人ホームの移転改築による増床を行い、現在新規に整備を行って
いる。しかし、待機者が400人発生しており、更なる施設整備が待たれる。整備には用地が必要で
あり、適する用地を見つけることは容易ではないとのことであるが、他の自治体の取り組みなども参
考にして、推進していただきたい。

現状においては、待機者数は減少しつつあり、施設の増床など対策が効果を挙げている。また亀
戸の都有地を活用した特養の整備などについても評価できる。
質の確保については、高齢者施設福祉サービス第三者評価を受ける施設が8割に達しているなど
評価できる。
さらなる待機者数の減少に向けて、さらに積極的な施策の推進が望まれる。

長寿サポートセンターを中心として、高齢者やその家族のニーズに応じた取り組み、事業を展開してい
る。令和7年度の地域包括ケアシステムの完成に向けて評価、見直しを行い、支援体制を構築していただ
きたい。
また現状、介護施設の職員は重労働、人手不足の状態にあると思われ、労働環境の改善がされ人手不
足対策となるような支援も行っていっていただきたい。

高齢化・単身世帯の増加は予想を超えたスピードで進んでいる。家族や近隣同士の扶助機能が期待でき
なくなっている現状において、地域福祉の基本的な考えや、いざというときの窓口の利用方法も含めて、
若い世代にも普段から知っていただくことは極めて重要である。江東区報は基本的な媒体で極めて重要
であるが、回数や紙面の構成、内容について工夫の余地があるのではないか。また、特に新聞購読者数
が減少している現在、新聞折り込みという方法だけでは、区民には届ききれない状況になっていると考え
る。紙からテレビ、テレビからネットというメディアの移行についても留意した広報の手段を検討すべきであ
る。

高齢者の多くは、「健康に暮らしたい」、「健康なうちは働きたい、社会貢献したい」といった考えを持って
いると思われる。人生100年のライフスタイルを見据えて、基本的なサポートと新たな取組方針が検討され
ていくことが必要である。従来の考えでは、高齢者を「リタイア」として捉え、要支援的な取り組みが中心に
置かれる傾向にあったが、少子化、人口減少、労働力不足の社会状況のもとでは、高齢者を重要な共同
体メンバーとし、施策のあり方を総合的に見直すことも必要である。

163



≪参考≫　外部評価モニターの評価

今後の方向性に記載されている課題認識は適切であり、複雑化、多様化する課題への対応を期待した
い。
一方でICTという観点から考えると、将来的にはインターネットを利用した情報提供やオンラインでの交
流、介護予防運動などがあってもいいのではないか。高齢者はネットを利用しないということを前提として
考えることも必要ではあるが、スマホ等でネットを利用することが当たり前の高齢者も増えてくると思うので、
検討していっていただきたい。

「高齢者地域包括ケア計画」推進のために、民間団体や地域代表などを含む各種の会議体を設置し、そ
れぞれの分野における役割を担っていただき事業推進の力となっていただいている。今回の評価の指標
は全体のなかの限られた部分であり、介護保険によるサービス提供や、介護予防となる多様な事業の推
進をはじめとする数多くの事務事業については概ね順調に進められているものと評価できる。

「KOTO活き粋体操」などの自主団体の立上げ支援を行い、支援期間経過後は打ち切るといった仕組
は、団体の自主・独立性を尊重し、行政の関与を減らす意図だと思われるが、協働・持続可能性の観点か
らは、最低限の支援の実施を検討すべきである。また、高齢者への情報伝達・広報活動については、アナ
ログが優先されがちであるが、デジタル・リテラシーの高い高齢者や関心のある高齢者には、行政、民間
が協働してサポートすることで高齢者の社会進出に繋がるものと考えられる。

特別養護老人ホームの待機者が発生しており、今後計画的に推進し待機状況の改善を図っていくとのこ
とであり、大きな課題はあるが、施策全体としては地域包括ケア計画に基づき適切に展開されていると評
価した。超高齢化社会に向けて、孤立問題への対応などがますます重要になり、問題も複雑化していくと
思うが、一つ一つの取り組みを着実に実施していっていただきたい。

コロナ禍のなかにおいての事業推進は、区、民間事業者、医療福祉関連の従事者、そして社会福祉協議
会などの関連団体や、地域の方々などの支えがあったからこそ持続できたと考えられる。
一方、高齢化や単身世帯の増加のスピードに対応するためには先々をにらんだ施策展開が必須である。
たとえば高齢者福祉施設の整備についても、「空いた土地の活用」から一歩踏み込んで、大規模再開発
の「まちづくり方針」に予めしっかりと明示しておくなどの手段を講じておくなど計画的な取り組みが一層求
められる。

高齢者支援においては、様々な支援が考えられる。ソフトの面からはケアシステムの拡充などがあり、ハー
ドの面では老人ホームなどの住居対策が考えられる。また、年齢や健康状態、家族構成等といった異なる
環境に応じて適切な取り組みを講じなければならないが、その点については、過不足なく網羅的に取り組
みが展開されていると思われる。高齢者を社会的弱者として位置づけるのではなく、社会を担う重要な構
成員として、取り組む側の主体となることも視野に入れていくことが求められる。

・取組方針の指標として掲げられている事項については、達成が危ぶまれたり、あるいは課題解決のための方法につい
て具体化が進んでいないように見受けられるものがある。自ら主要な指標として掲げているのだから、その達成には全力
を挙げてほしい。一方、福祉はサービスが基本であり、その質の評価などについては指標化されていない。多様多数で
総合化は難しいとは思うが、そうした面からのアプローチのほうがわかりやすいのではないか。

S A B C 無回答 計

◆指標については現状値から低下している指標もあるが、施策全体としては近年順調に推移してお
り、施策の進捗状況は概ね順調であると言える。
◆今後も施策が目指す江東区の姿の実現及び指標の向上に向け、下記について着実に取り組む必
要がある。

◆高齢者が地域福祉の重要な担い手として活躍できるよう、既存活動の支援等を継続するとともに、
周知も含め身近な地域活動への参加行動を促す取り組みを進める。

◆若い世代から高齢者まで事業目的や効果を多角的に情報発信するなど、中核機関となる地域包
括支援センターの機能や役割の理解を深め認知度向上を図る。

◆地域包括ケアシステムの構築に向け、区民・関係機関・区等が連携し「江東区高齢者地域包括ケ
ア計画」に掲げる取り組みを着実に進め、複雑化・多様化する課題に対し適切に対応していく。

◆高齢者福祉施設の整備について、公有地も活用しながら計画的に整備を推進し、待機状況の改善
を図る。

1人 11人 3人 0人 0人 15人
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